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第１章 総則 

1. 本書の位置付け 

本業務要求水準書（以下「本書」という。）は、枚方市（以下「本市」という。）が、中宮

浄水場更新事業及び浄水施設運転維持管理業務等委託（以下「本事業」という。）を実施する

にあたり、本事業の対象となる施設に要求する性能及び対象となる運転維持管理業務につい

て要求するサービスの水準を示すものである。 

 

2. 事業内容 

2.1 事業名称 

中宮浄水場更新事業及び浄水施設運転維持管理業務等委託 

 

2.2 事業の対象となる公共施設等の種類 

（1）中宮浄水場 

（2）中宮浄水場高度浄水施設 

（3）場外施設（29 施設） 

 

2.3 公共施設等の管理者の名称 

枚方市上下水道事業管理者 伊藤 竹彦 

 

2.4 事業の目的 

枚方市（以下「本市」という。）の水道事業は、昭和 8年に通水を開始し、平成 26 年度に

80 周年を迎えており、管路や多くの施設で老朽化が進行しつつあるため、管路や施設の更

新・耐震化などを順次進めているところである。 

本市水道事業の基幹浄水場である中宮浄水場では、磯島取水場（昭和 59 年竣工）から取水

した原水を第１浄水場（昭和 40 年竣工）及び第２浄水場（昭和 48 年竣工）で凝集沈澱及び

急速ろ過処理を行い、その後、高度浄水施設（平成 10 年竣工）においてオゾン接触及び粒状

活性炭処理を経て水道水として日量最大 13 万㎥の供給を行っているが、第１浄水場は給水開

始 53 年を経過し、第２浄水場は 45 年を経過しており、改修や補強だけでは施設の維持管理

に限界がきているのが現状である。 

そこで、本事業は、中宮浄水場の第１浄水場について、将来の水需要減少を見据えた合理

的な施設整備、これまで以上の効率性・機能性を確保した施設・設備の導入、効率的な事業

運営を目指し、中宮浄水場に隣接した建設予定地内に膜ろ過方式による浄水施設の更新をす

るものである。 

また、新第１浄水場を包括して運転維持管理業務を行うことにより、効率的・効果的な事

業運営が期待でき、安全・安心な水道水を継続的に供給する水運用を行うため、中宮浄水場・

中宮浄水場高度浄水施設・場外 29 施設（以下「既設施設」という。）の運転維持管理業務を

本事業に含めるものとする。 

 

2.5 事業方式 

本事業は、新第１浄水場の設計、工事、運転維持管理及び改造が必要となる既設施設の設

計、工事並びに既設施設の運転維持管理までを一括して実施するＤＢＯ方式で実施する。新
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第１浄水場及び既設施設の運転維持管理については、法定外委託（水道法（昭和 32 年法律第

177 号）第 24 条の 3 に規定する業務の委託（第三者委託）には該当しない）により事業者が

行うが、新第１浄水場の設計、工事、運転維持管理については性能発注、既設施設の運転維

持管理については仕様発注とするが提案も認めるものとする。 

 

2.6 対象業務 

（1）設計業務 

  新第１浄水場新設 

  既設改造施設（中宮浄水場、中宮浄水場高度浄水施設） 

  工事監理 

（2）工事業務 

  新第１浄水場新設 

  既設改造施設（中宮浄水場、中宮浄水場高度浄水施設） 

（3）浄水施設運転維持管理業務 

  新第１浄水場 

  中宮浄水場 

  中宮浄水場高度浄水施設 

  場外施設（29 施設） 

 

2.7 対象施設 

（1）設計業務・工事業務の施設整備は、表 1及び別紙 2に示すとおりである。 

 

表 1 設計業務・工事業務の施設整備 

施 設 整 備 

新第１浄水場 導水施設 

浄水施設 

電気計装設備 

場内配管 

膜ろ過棟 

排水処理施設 

付帯施設等 

既設改造施設 

（中宮浄水場、中宮浄水場高度浄水施設） 

浄水施設 

電気計装設備 

脱水施設 
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（2）浄水施設運転維持管理業務の主な施設は、表 2 に示すとおりである。 

 

表 2 浄水施設運転維持管理業務の主な施設 

施  設 設  備 

中
宮
浄
水
場 

第１浄水場 

薬品混和池（着水井） +34.24m、薬品注入設備、急速沈澱池、

急速ろ過池、洗浄排水池、洗浄浄水池（表洗、逆洗揚水用）、

洗浄水槽、管理棟（中央操作室）、水質検査室、太陽光発電設

備、電気設備、監視設備、水質計器 

第２浄水場 

着水井 +33.02m、混和池、薬品注入設備、フロック形成池、

横流式沈澱池、急速ろ過池、洗浄排水池、調整池、洗浄水槽、

太陽光発電設備、電気設備、監視設備、水質計器 

中間ポンプ施設 中間ポンプ棟、送水ポンプ 

高度浄水施設 

着水井 +30.00m、オゾン処理設備、粒状活性炭処理設備、洗

浄排水池、塩素注入井戸、塩素接触池、薬品注入設備、浄水

池、送水ポンプ、電気設備、監視設備、水質計器、魚類監視 

脱水施設 
汚泥池、濃縮槽、汚泥ポンプ室、薬品注入設備、汚泥引抜ポ

ンプ、汚泥脱水機、電気設備、監視設備 

場
外
施
設

（29
施
設
） 

磯島取水場 

取水口、取水管、接合井、取水渠、制水井、連絡橋、流量調

整室、沈砂池、活性炭注入設備、吸水井 +1.30m、管理棟、

取水ポンプ、導水管、電気設備、監視設備、水質計器、魚類

監視 

春日受水場 
受水池（１号池、２号池、３号池）、ポンプ設備、電気設備、

監視設備、水質計器、緊急遮断弁 

香里受水場 
貯水槽、ポンプ設備、太陽光発電設備、電気設備、監視設備、

水質計器、緊急遮断弁 

田口山配水場 
配水池（１号池、２号池、３号池）、ポンプ設備、太陽光発電

設備、電気設備、監視設備、水質計器、緊急遮断弁 

楠葉配水場 
配水池（１号池、２号池）、高架水槽、ポンプ設備、監視設備、

水質計器、緊急遮断弁２台 

北山配水場 

低区配水池（１号池（内側）、２号池（外側））、高区配水池、

ポンプ設備、太陽光発電設備、電気設備、監視設備、水質計

器、緊急遮断弁 

北部長尾配水池 配水池、監視設備、市内末端水質計器 

長尾宮前配水場 
配水池（内側、外側）、電気設備、監視設備、水質計器、緊急

遮断弁 

東部長尾配水場 配水池（１号池、２号池）、ポンプ設備、電気設備、監視設備 

尊延寺配水場 
配水池（１号池、２号池、３号池）、ポンプ設備、薬品貯蔵庫、

次亜注入設備、監視設備、水質計器 

新穂谷配水場 
配水池（１号池、２号池）、ポンプ設備、次亜注入設備、電気

設備、監視設備、水質計器、緊急遮断弁 
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氷室低区配水場 
配水池（１号池、２号池）、ポンプ設備、次亜注入設備、電気

設備、監視設備、水質計器、市内末端水質計器、緊急遮断弁 

氷室高区配水場 

上系配水池（１号池、２号池）、下系配水池（１号池、２号池）、

ポンプ設備、次亜注入設備、電気設備、監視設備、水質計器、

緊急遮断弁２台 

津田低区配水場 
配水池（１号池、２号池、３号池）、ポンプ設備、電気設備、

監視設備、水質計器、緊急遮断弁 

津田高区配水場 
配水池（１号池、２号池、３号池）、ポンプ設備、電気設備、

監視設備、市内末端水質計器、緊急遮断弁２台 

国見山配水場 
配水池（１号池、２号池）、次亜注入設備、電気設備、監視設

備、水質計器、緊急遮断弁 

鷹塚山配水場 
配水池（１号池、２号池、３号池）、ポンプ設備、監視設備、

水質計器、遮水装置 

大池配水場 配水池（１号池、２号池）、ポンプ設備、監視設備、水質計器 

妙見山配水池 
配水池（１号池、２号池、３号池、４号池）、監視設備、ポン

プ設備 

東香里高架水槽 
受水槽、高架水槽、揚水ポンプ、監視設備、市内末端水質計

器 

穂谷加圧ポンプ室 ポンプ設備、監視設備、市内末端水質計器 

企業団新村野分岐 監視設備 

企業団香里分岐 監視設備 

市民の森 市内末端水質計器 

下水道北部別館 市内末端水質計器 

さだポンプ場 市内末端水質計器 

安居川ポンプ場 市内末端水質計器 

上下水道局庁舎 電気設備 

春日事務所 電気設備 

 

（3）対象施設の所在地は、表 3及び別紙 3に示すとおりである。 

 

表 3 対象施設所在地 

施  設 所在地 

新第１浄水場新設予定地 枚方市中宮北町 205 番 1 

中宮浄水場 中宮北町 20－3 

中宮浄水場高度浄水施設 上野 2－3－1 

磯島取水場 磯島南町 11－１ 

春日受水場 春日西町 2－6－1 
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香里受水場 香里ヶ丘 2－9－3 

田口山配水場 田口山 2－16－1 

楠葉配水場 楠葉面取町 2－8－16 

北山配水場 北山 1－65－1 

北部長尾配水池 長尾家具町 4－24－1 

長尾宮前配水場 長尾宮前１－16－１ 

東部長尾配水場 杉山手 2－15－11 

尊延寺配水場 尊延寺 5－51－1 

新穂谷配水場 大字穂谷 469－5 

氷室低区配水場 杉北町 1－2355－5 

氷室高区配水場 大字尊延寺 2824－1 

津田低区配水場 津田南町 2－1022－2 

津田高区配水場 津田山手 2－6－15 

国見山配水池 津田山手 2－13－10 

鷹塚山配水場 高塚町 17－1 

大池配水場 香里ヶ丘 6－18－1 

妙見山配水池 香里ヶ丘 8－5－1 

東香里高架水槽 東香里 2－28－25 

穂谷加圧ポンプ室 穂谷 2－1311 

企業団新村野分岐(ﾃﾚﾒｰﾀ） 交野市幾野 6－9 

企業団香里分岐(ﾃﾚﾒｰﾀ） 香里ヶ丘 5－3－2 

市民の森（市内末端水質計器） 楠葉丘 2-10-1 

下水道北部別館（市内末端水質計器） 西船橋 2-3-2 

さだポンプ場（市内末端水質計器） 出口 6-7-2 

安居川ポンプ場（市内末端水質計器） 三矢町 6-4 

上下水道局庁舎 中宮北町 20－3 

春日事務所 春日野 1－13－5 

 

2.8 施設の立地条件 

2.8.1 事業範囲及び運転維持管理範囲 

事業範囲は別紙 2 に示す範囲のうち、工事期間における仮設施設の設置場所や資機材の置

き場を含めた事業者が必要とする部分とする。また、別紙 2 に示すように、新導水管の立坑

が工事区域にあるため同エリア（立坑範囲）での施設配置や工事計画にあたっては配慮する

こと。 
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2.8.2 中宮浄水場の立地条件 

各種法令等の規制については、浄水場更新用地に係るものを満足するほか、隣接する区域

に係る規制も満足すること。 

 

表 4 新第１浄水場の立地条件 

項 目 新第１浄水場建設用地 隣接する区域 

都市計画区域 市街化区域 市街化区域 

用 途 地 域 工業地域 第一種中高層住居専用地域 

防 火 地 域 なし 準防火地域 

特別用途地域 なし 第二種高度地区 

建 ぺ い 率 60％ 60％ 

容 積 率 200％ 200％ 

悪 臭 
臭気指数規制なし 

特定悪臭物質規制あり 

臭気指数規制なし 

特定悪臭物質規制あり 

騒 音 

朝夕 60db 以下 

昼間 65db 以下 

夜間 55db 以下 

朝夕 50db 以下 

昼間 55db 以下 

夜間 45db 以下 

振 動 
昼間 65db 

夜間 60db 

昼間 60db 

夜間 55db 

 

2.9 事業期間 

契約締結の日から令和 28 年（2046 年）3月 31 日までを事業期間とする。 

 

2.9.1 事業スケジュール 

事業のスケジュールは、表 5のとおり予定している。 

 

表 5 事業スケジュール 

項 目 年  月 

事業契約の締結 令和 3年(2021 年)3 月 

設計及び工事の着手 令和 3年(2021 年)4 月 

設計及び工事期間 
令和 3年(2021 年)4 月～ 

令和 8年(2026 年)3 月（5 年間） 

既設施設の運転維持管理期間 
令和 7年(2025 年)4 月～ 

令和 28 年(2046 年)3 月（21 年間） 

建設完了 令和 8年(2026 年)3 月 

新第１浄水場の運転維持管理期間 
令和 8年(2026 年)4 月～ 

令和 28 年(2046 年)3 月（20 年間） 

事業終了 令和 28 年(2046 年)3 月 
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2.9.2 遵守すべき関係法令等 

事業者は、本事業を実施するにあたり、以下の関係法令等を遵守する。 

（1）関係法令等 

① 水道法(昭和 32 年法律第 177 号) 

② 水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 

③ 都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号) 

④ 建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号) 

⑤ 消防法(昭和 23 年法律第 186 号) 

⑥ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 

⑦ 悪臭防止法(昭和 46 年法律第 91 号) 

⑧ 大気汚染防止法(昭和 43 年法律第 97 号) 

⑨ 騒音規制法(昭和 43 年法律第 98 号) 

⑩ 振動規制法(昭和 51 年法律第 64 号) 

⑪ 労働安全衛生法(昭和 47 年法律第 57 号) 

⑫ 工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成 12 年法律第 104 号) 

⑬ 資源の有効な利用の促進に関する法律(平成 3年法律第 48 号) 

⑭ エネルギーの使用の合理化に関する法律(昭和 54 年法律第 49 号) 

⑮ 下水道法(昭和 33 年法律第 79 号) 

⑯ 電気事業法(昭和 39 年法律第 170 号） 

⑰ 土壌汚染対策法（平成 17 年法律第 33 号） 

⑱ 景観法（平成 16 年法律第 110 号） 

⑲ 大阪府及び枚方市の関連条例 

⑳ その他関連法令及び条例等 

 

（2）指針及び各種基準等 

本事業に適用する本市の技術基準等は以下のとおりであり、その時点において最新版を

適用するものとする。ただし、同等性能を確保した場合はこの限りでなく、その他関係す

る要綱や各種基準等があればそれらを適用するものとする。 

① 水道施設設計指針 

② 水道施設耐震工法指針・解説 

③ 水道維持管理指針 

④ 大阪府土木設計マニュアル 

⑤ 土木工事安全施工技術指針 

⑥ 工事公衆災害防止対策要綱 

⑦ 官庁施設の総合耐震計画基準 

⑧ その他関連要綱及び各種基準等 

⑨ 水道施設の点検を含む維持・修繕の実施に関するガイドライン 

⑩ その他必要とされるガイドラインなど 

 

（3）仕様書等 

本事業に適用する本市の仕様書等は以下のとおりであり、その時点において最新版を適
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用するものとする。また仕様書等に定めのないものは本市の確認を要する。 

① 水道工事標準仕様書（土木工事編） 

② 水道工事標準仕様書（設備工事編） 

③ 大阪府土木部共通仕様書 土木工事編 

④ 大阪府土木部建築設備工事共通仕様書 

⑤ 大阪府土木部共通仕様書（業務委託編） 

⑥ 大阪府土木部建築設備設計業務委託共通仕様書 

⑦ 大阪府土木部都市局営繕課 建築（設備）工事設計委託仕様書 

⑧ 公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

⑨ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

⑩ 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

⑪ その他公的機関が発行し、かつ本市が確認した仕様書等 

 

2.10 事業者に求める役割 

事業者は、以下の事項を満足する必要がある。 

① 効率的かつ効果的な新第１浄水場施設の設計及び工事 

② 一定の質を確保した安定的かつ継続的な水の供給 

③ 新第１浄水場、既設施設の効率的な運転維持管理 

このため事業者は、浄水場施設の設計・工事及び運転維持管理への深い理解と十分なノウ

ハウや期待される役割を果たす上で必要とされる能力を有していることを求める。また、本

施設は水道法に示される常時給水義務を負う施設であることを鑑みて、事業者は当該義務を

含め対象施設の運転維持管理を行う責任がある。 

また、本事業がＤＢＯ方式であることを理解し、運転管理における安定性及び容易性並び

に維持管理における効率性及び経済性を考慮した提案を行うことを求める。 

また、各施設の設置趣旨を考慮した上で、本書に示す各機能の要求水準の他に、事業者か

らの提案を受け付ける。 

 

2.11 留意事項 

本市に対するサービスの提供及びその対価 

事業者の収入は事業者が実施する対象施設の設計、工事業務に係る対価と運転維持管理

に係る対価で構成される。 

設計及び工事の対価は各年度の出来高にあわせて支払う。運転維持管理の対価は事業者

が定めた事業計画に応じた対価を毎月ごとに支払う。なお、これらの対価は事業契約（設

計及び建設に伴う請負契約書、運転維持管理業務委託に伴う委託契約書）に従い支払うも

のとする。 

 

3. 基本事項 

3.1 用語の定義 

本書において使用する主な用語の定義は、以下のとおりである。 

なお、事業に関する一般的な用語は基本協定書（案）において定めるものとし、本書にお

いて定義する用語は、主に業務関連の用語及び本書に関連が深い用語に留めるものとする。 
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① 点検 

 損傷、変形、腐食、異臭その他の異常の有無を確認することをいい、補修又はその

他の措置が必要か否かの判断を行うことをいう。 

② 調整 

部材又は機器等の性能及び機能を実用上支障のない状態まで、事業者自らが回復さ

せることをいう。 

③ 修繕 

劣化した部位、部材又は機器等の性能及び機能を新しい物に取り替えることにより、

初期の状態又は支障のない状態まで回復させることをいう。なお、修繕には突発的な

故障に伴う事後保全としての修繕と、事業計画段階で立案する定期修繕を含む。 

④ 応急措置 

機器等異常発生時における現場駆けつけの際に実施する非常用ブザーの停止、手動

による運転停止操作及び点検等、修繕、調整までに必要となる措置をいう。 

 

3.2 前提条件 

本事業で整備する新第１浄水場では、磯島取水場で淀川の表流水を取水し、膜ろ過処理

を用いて浄水処理を行う。事業者には、表 6 に示す処理能力を常時確保できる浄水及び排

水処理施設を整備することを求める。 

なお、膜ろ過処理水は表 7 に示す水質レベル以上とすることを求める。なお、色度、臭

気、消毒等の処理は、既設の高度浄水施設で対応することとし、脱水処理については、既

設の脱水設備で対応することとする。 

 

3.3 要求する施設諸元 

（1）処理水量 

本事業において浄水場に求める処理能力は、表 6に示すとおりとする。なお、想定する水

需要予測は別紙６を参照すること。 

 

表 6 中宮浄水場の処理能力 

計画浄水量 

高度浄水施設への送水量 

新第１浄水場 

最大：113,300 ㎥/日 

平均：100,000 ㎥/日 

最小：50,000 ㎥/日 

中宮第２浄水場 

最大：40,000 ㎥/日 

平均：20,000 ㎥/日 

既設施設を運転しながらの更

新となるため、工事期間中は既

設の運転方法について十分留

意すること。 

  

（2）原水水質及び膜ろ過水質 

原水水質引渡条件及び膜ろ過水質要求水準は表 7に示すとおりである。 
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表 7 水質検査項目※1 

 

原水水質 膜ろ 

過水 

※2 

浄水

目標

値 

平均 

日平均 

最高 

時間 

最高 

日平均 

最低 

時間 

最低 

総トリハロメタン mg/L ― ― ― ― ― ― ≦0.02 

 総トリハロメタン生成能 mg/L 0.04 0.12 ― ― ― ― ― 

 溶解性総トリハロメタン生成能 mg/L 0.04 0.1 ― ― ― ― ― 

アルミニウム及びその他化合物 mg/L 0.15 0.9 ― ― ― ≦0.05 ≦0.02 

鉄及びその他化合物 mg/L 0.5 3.2 ― ― ― ― ≦0.03 

 溶解性鉄 mg/L 0.05 0.12 ― ― ― ― ― 

マンガン及びその他化合物 mg/L 0.04 0.23 ― ― ― ≦0.01 ≦0.005 

 溶解性マンガン mg/L 0.01 0.05 ― ― ― ― ― 

有機物（全有機炭素（TOC）の量） mg/L 2.4 8.0 ― ― ― ― ≦1.5 

ｐH値 ― 7.3 8.4 9.0 7.2 6.5 
6.7 

～  
7.4 

7.3 

～  
7.7 

色度 度 12 40 ― ― ― ― ≦2.0 

濁度 度 6 200 1000※3 ― ― ≦0.01 ≦0.05 

総アルカリ度 mg/L 32 45 50 8 5 ― ― 

アンモニア態窒素 mg/L 0.07 0.6 ― ― ― ― ― 

塩素要求量 mg/L 2.1 6.5 ― ― ― ― ― 

※1 その他の水質項目については、厚生労働省が定める水質基準を遵守すると共に本

市が定める目標水質（水質管理基準）を確保するよう努力すること。（別紙 4参

照） 

※2 膜ろ過水に示す数値は要求水質とする。 

※3 想定する最高濁度は 1000 度とし、継続時間は１時間程度とする。なお、100 度

超過時間は過去の実績より 26 時間程度、同様に 50 度超過時間は 72 時間程度を

想定する（別紙 5参照）。 

※4 残留塩素は、高度浄水施設着水井で極力検出されないこと。 

 

（3）耐震性能 

土木構造物及び建築構造物の建設においては、表 8に示す耐震性能を有するものとする。 

 

表 8 耐震性能 

分 類 要求する耐震性能 参照する指針基準等 

土木構造物 重要度：ランク A1 

想定地震動：L1、L2 

上記条件により求められ

るそれぞれの耐震性能を

満足すること。 

・レベル１地震動に対して

水道施設耐震工法指針・解説（2009 年版） 
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耐震性能１ 

・レベル２地震動に対して

耐震性能２ 

建築構造物 耐震安全性の分類：Ⅱ類 官庁施設の総合耐震計画基準（国営計第 76

号、国営整第 123 号、国営設第 101 号、平

成 19 年 12 月 18 日） 

建築非構造部材 耐震安全性の分類：Ａ類 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（国

営計第 126 号、国営整第 198 号、国営設第

135 号、平成 25 年 3 月 29 日） 

建築設備 耐震安全性の分類：甲類 同上 

機電設備 耐震クラスＳ 水道施設耐震工法指針・解説（2009 年版） 

建築設備耐震設計・施工指針（2014 年版） 

 

（4）構造物及び設備の耐用年数及び更新の考え方 

構造物及び設備の耐用年数については、地方公営企業法に準じた耐用年数とするが、事

業期間終了後も本市が継続して使用することから、枚方市水道施設整備基本計画に示す構

造物及び設備の更新基準年数を考慮した上で構造・設備仕様を選定すること。土木構造物

及び人が常駐する建築構造物は鉄筋コンクリート造とする。ただし、鉄筋コンクリート造

と同等以上の耐用年数を有する材質での提案は認める。 

 

（5）本事業期間終了時における本施設の状態 

事業者は、事業期間終了時において、本事業で整備した全ての施設が本書で提示した性

能を維持していることを確認し、著しい損傷がない状態（事業期間終了後１年以内に更新

を要することがない状態）で、本市へ引き渡すものとする。 

 

3.4 モニタリング 

事業者は、セルフモニタリングを設計、工事、運転維持管理の全事業期間で実施し、定

期的に報告すること。 

本市は、定期及び随時必要に応じてモニタリングを実施する。 

 

第２章 細則 

1. 細則の構成等 

1.1 細則の構成 

細則では、対象業務ごとに求める内容や規定する仕様その他留意事項を示す。 

 

1.2 対象施設ごとの発注区分 

対象施設ごとの発注区分は、表 9に示すとおりとする。 
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表 9 対象施設ごとの発注区分 

区分 対象施設 設計及び工事 
維持管理 

性能発注 仕様発注 

浄
水
場 

新第１浄
水場 

導水施設 ○（新設） ○ － 

浄水施設 ○（新設） ○ － 

電気計装設備 ○（新設） ○ － 

場内配管 ○（新設） ○ － 

膜ろ過棟 ○（新設） ○ － 

排水処理施設 ○（新設） ○ － 

付帯施設等 ○（新設） ○ － 

既設施設 
 

浄水施設 ○（改造） △ ○ 

電気計装設備 ○（改造） △ ○ 

脱水施設 ○（改造） △ ○ 

場外施設（29 施
設） 

磯島取水場 － △ ○ 

春日受水場 － △ ○ 

香里受水場 － △ ○ 

田口山配水場 － △ ○ 

楠葉配水場 － △ ○ 

北山配水場 － △ ○ 

北部長尾配水池 － △ ○ 

長尾宮前配水場 － △ ○ 

東部長尾配水場 － △ ○ 

尊延寺配水場 － △ ○ 

新穂谷配水場 － △ ○ 

氷室低区配水場 － △ ○ 

氷室高区配水場 － △ ○ 

津田低区配水場 － △ ○ 

津田高区配水場 － △ ○ 

国見山配水池 － △ ○ 

鷹塚山配水場 － △ ○ 

大池配水場 － △ ○ 

妙見山配水池 － △ ○ 

東香里高架水槽 － △ ○ 

穂谷加圧ポンプ室 － △ ○ 

企業団新村野分岐 － △ ○ 

企業団香里分岐 － △ ○ 

春日事務所、市民の森、
北部別館、さだポンプ
場、安居川ポンプ場、
上下水道局庁舎 

－ △ ○ 

※ △は仕様発注＋αの提案も認めるものとする。 
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1.3 共通事項 

 事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項を遵守すること。 

 ① 法的に必要な有資格者及び業務に必要な能力・資質・経験を有する人員を適切に配

置すること。 

 ② 水道法施行規則（昭和 32 年厚生省令第 45 号。最終改正平成 19 年厚生労働省令第 136 

号）第 16 条に基づき、本業務に従事する作業員は６か月ごとに赤痢菌、サルモネラ

菌、腸チフス菌、パラチフス菌、O157 の検便を報告すること。 

 

2. 設計・工事・工事監理業務 

2.1 事前調査業務 

2.1.1 本業務の内容 

本業務は、本市で実施した地質調査結果（別紙 7参照）、用地測量結果（別紙 8参照）等を

参考に、新第１浄水場及び既設施設の改造の設計及び工事にあたって追加的に必要となる以

下の調査を行うこと。 

① 地質調査 

ア ボーリング調査（標準貫入試験、孔内水平載荷試験、現場透水試験等を含む。） 

イ 物理試験（密度、含水量、粒度、液・塑性限界・湿潤密度等を含む。） 

ウ 力学試験（一軸圧縮、三軸圧縮、圧密を含む。） 

※事業者が本市で実施した地質調査で、設計、工事の実施が充足すると判断する場 

合は必ずしも追加調査は要求しない。 

② 地下埋設物調査 

本事業で実施する工事は、新第１浄水場築造の他、高度処理施設連絡管の布設工事

や既設管路への接続工事など場内及び場外エリアでの工事を行う。したがって、現況

図面や現地調査等による上下水道管路、電気ケーブル、ハンドホール、雨水・汚水管

等の既設埋設ルート及びレベルの確認を行うこと。 

 

2.1.2 本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 地下埋設物調査については、現況図面を基に現地調査を行い、埋設位置図の作成を

行うこと。必要に応じて、埋設位置確認を行うため試掘を行うこと。 

② 貸し出しする既存の図面については、必ずしも最新の埋設状況を反映しているもの

ではないため、現地調査を行う際にはこの点に留意すること。 

③ 本市で規定する委託業務関係書類を整備し提出すること。（本市ＨＰ参照） 

 

2.2 設計業務 

2.2.1 本業務の内容 

本業務は、新第１浄水場及び既設施設の改造の設計に関する業務であり、表 10 を基にして

表 11 の設計及び必要な申請書類（建築確認申請書等）の作成等を行うものである。 
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表 10 設計条件 

項  目 内  容 

計画処理水量（高度浄水

施設注水量） 

計画1日最大処理水量113,300㎥/日に必要な作業用水を考慮し

提案すること 

工事期間中の浄水量 工事期間中は既設運用に支障の無いようにすること 

処理方式 膜ろ過方式 

設計水位 新第１浄水場着水井水位：HWL OP+32.90ｍ 

高度浄水施設着水井水位：HWL OP+30.00ｍ 

 

表 11 設計概要 

対象施設 内  容 

新
第
１
浄
水
場 

導水施設 導水施設は以下の２条の導水管を新設する。 

① 既設導水管（１系及び２系）～新第１浄水場着水井 

残圧は①については有効動水圧として OP+32.9ｍである。（導

水管の引き込みについては別紙 9に示すとおり） 

浄水施設 膜ろ過処理施設及び前処理施設(マンガン処理含む)を新設す

る。なお、膜ろ過処理を行うために必要となる施設や膜ろ過処

理施設から高度浄水施設まで送水する連絡管も含む。（高度浄

水施設への接続方法については別紙 9に示すとおり） 

電気計装設備 受変電設備、浄水及び排水処理に必要な電気設備、非常用自家

発電設備、計装設備を新設する。 

場内配管 新第１浄水場が稼動するために必要な配管と既設の浄水、排水

処理施設（高度浄水施設も含む）への連絡管を新設する。 

膜ろ過棟 膜ろ過設備及び事業者事務所等を収容する建屋を新設する。 

排水処理施設 洗浄排水や上水汚泥の貯留・沈降分離・濃縮の機能を有する施

設を新設する。また、排水処理施設から既設脱水機給泥槽まで

送泥する施設を新設する。 

付帯施設等 新第１浄水場に必要となる付帯施設や設備の新設、場内整備等

を行う。 

既
設
改
造 

浄水施設 既設第２浄水場、中間ポンプ施設（高度浄水施設の送水施設）

及び高度浄水施設を使用する。 

また現状のクローズドシステムの維持のため高度浄水施設か

らの返送水や既設脱水施設からの返送水を新第１浄水場の着

水井に返送する連絡管を新設する。 

電気計装設備 既設浄水施設及び脱水施設との接続にあたって、変更が必要と

なる箇所のハードウェアー及びソフトウェアーの改造を行う。

新第１浄水場の監視制御設備については、既設中央監視室で制

御を行う。 
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脱水施設 既設脱水機及び脱水機棟を汚泥脱水施設として使用する。ただ

し、給泥設備等の改良が必要となった場合には、事業者の提案

により改良する。発生スラッジの削減又は有効利用策も提案す

ること。 

その他施設 上記のほか、本事業において必要となる施設等 

 

（1）設計共通事項 

① 本事業は、国庫補助金（生活基盤施設耐震化等交付金）の対象事業であることから、

設計図書の作成にあたっては根拠を明確にすると共に水道事業実務必携に準じた内

容とすること。 

② 設計にあたっては、取水から浄水処理までの水処理工程をクローズドシステムとす

ること。 

③ 自動・手動運転が可能な設備、構造であること。 

④ 使用する水道機材の規格は JWWA 規格もしくは JIS 規格とすること。 

⑤ 処理水に触れる水道資機材は、「水道施設の技術的基準を定める省令（平成 12 年 2

月 23 日厚生省令 15 号〔最終改正 令和元年 5 月 29 日厚生労働省令第 6 号〕）（以

下 省令という）」の規定に従うこと。なお、上記の省令に従えない場合は、従え

ない理由と処理水に影響しないことを記述すること。 

⑥ 「大阪府・大阪市構造物耐震検討委員会」が提示する直下型地震と海溝型地震を対

象として、表 8に示した耐震性能を確保すること。 

⑦ 都市計画法の用途地域に関する規制は、隣接する区域の第一種中高層住居専用地域

の規制内容を満足すること。 

⑧ 管廊等の排水について、自然流下での排水が不可能な場合には、排水ピットを設け

排水ポンプを常設すること。排水ピットについては、満水検知設備を設置し既設中

央操作室で監視可能なものとすること。 

⑨ 主要な槽の水位が現場だけでなく既設中央操作室にて監視できること。 

⑩ 避雷設備を設けること。 

⑪ 全ての水槽、薬品タンクは防水性・防食性を考慮した対策を講じること。 

⑫ 省資源に配慮すること。 

⑬ 省エネルギーに配慮すること。 

⑭ 温室効果ガスの排出抑制に配慮すること。 

⑮ 周辺の生活環境（騒音、振動、臭気及び交通等）に配慮すること。 

⑯ 周辺の景観に配慮すること。 

⑰ 将来更新を考慮した設計をすること。 

⑱ 設計における要求水準は（2）～（9）に示すが、それ以外は事業者の提案とする。 

 

（2）導水施設設計 

構造、仕様等は事業者の提案によるものとするが、以下に示すものについては、下記の

記載に従って設計を行うこと。 

① 既設導水管から新第１浄水場まで導水するための施設（管路、着水井）を新設する

こと（別紙 9 参照）。 
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② 原水水質を連続監視（目視）できるようにすること。 

③ 現在、中宮浄水場の導水管と企業団水の導水管は接続し水融通が可能な状況である。

新第１浄水場でも企業団水を受け入れる水融通機能を備えること（別紙 9参照）。 

④ 将来的に、磯島取水場からの導水管新設工事を予定しているため、施設配置におい

ては将来の導水管新設工事に支障がないよう施設配置を行うこと（別紙 2 参照）。

また、新第１浄水場の着水井に新導水管を接続できるよう必要となる措置を講じて

おくこと。新導水管の管口径は 1000mm を予定している。 

⑤ 大阪広域水道企業団が所有している導水管の調圧水槽からの越流水を新第１浄水場

内で受け入れる必要があることから、越流管を排水池に接続できるよう必要となる

措置を講じておくこと。越流管の管口径は 400mm を予定している。 

 

（3）浄水施設設計（前処理施設設計、薬品注入設備設計含む） 

構造、仕様等は事業者の提案によるものとするが、以下に示すものについては、下記の

記載に従って設計を行うこと。 

① 膜ろ過処理設備設計 

ア ろ過方式は膜ろ過とする。膜ろ過装置はケーシング式及び槽浸漬式ともに耐久性

に優れた構造とすること。ケーシング式はステンレス製ケーシングとし、槽浸漬

式は浸漬槽を鉄筋コンクリート製とし防水・防食性能について配慮した対策を講

じること。なお、装置については公益財団法人水道技術研究センターによる浄水

用設備等認定登録設備とすること。 

イ 膜モジュールは、一般社団法人膜分離技術振興協会の水道用膜モジュール規格

（AMST 規格）認定を受けたものを使用すること。 

ウ 浄水処理（膜の薬品洗浄を含む）で使用する薬品の液漏れが生じることがないよ

う材質、構造等に配慮するとともに、万一液漏れが発生した場合でも被害を最小

限とする対策を講じること。 

エ 膜ろ過装置には膜の破断検知システムを装置ごとに設置すること。なお、破断検

知方法については事業者の提案によるものとする。 

オ 膜ろ過装置の構造については自由とするが、装置及び膜モジュールの交換や更新

が行える構造とする。また、膜モジュール交換に必要なクレーン等を設置するこ

と。 

カ 膜ろ過装置は建屋の中に配置すること。 

キ 膜ろ過装置の回収率は、95％以上を確保できること。 

ク 膜ろ過流束については、事業者の提案とするが実験結果等の設計根拠を示すこと。 

ケ 膜ろ過処理水は既設中間ポンプ設備を経由せずに高度浄水施設着水井へ直送で

きる設備とすること。 

コ 膜ろ過処理水の送水量については、電磁流量計を設置し把握すること。 

サ 膜ろ過処理水質を連続監視（目視）できるようにすること。 

シ 薬品洗浄は、物理洗浄とあわせて洗浄計画を提示すること。 

ス 膜の薬品洗浄水槽や調液する薬品水槽、中和槽等は耐薬品性を考慮した材質とす

ること。鉄筋コンクリート造の場合は、薬品による劣化対策を考慮した提案とす

ること。 
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セ 薬品洗浄による薬品廃液等は適切に処理できる設備を設けること。 

ソ 水槽は複数槽とし、清掃やメンテナンス時において浄水処理に不都合のない構成

とすること。 

タ 棟内に塩素雰囲気下で開放水面を持つ場合は、直接棟外に塩素を排出できる措置

を講じること。 

チ 膜ろ過設備周りでは、結露対策を講じること。 

② 前処理設備設計 

ア 設置する前処理設備は事業者の提案によるものとする。 

イ 使用する薬品は、事業者の提案とする。また、薬品を注入する水槽類は、薬品混

和に支障のない構造とすること。 

ウ 前処理施設の設置位置や容量についても事業者の提案とするが、設計根拠を示す

こと。 

③ 除マンガン設備設計 

ア 除マンガン設備の設置位置や容量についても事業者の提案とするが、設計根拠を

示すこと。 

イ マンガン砂の状況を目視で確認できる構造とすること。 

④ 薬品注入設備設計 

使用する薬品については、日本水道協会（JWWA）規格又は「水道施設の技術的基準

を定める省令（平成 12 年厚生省令第 15 号）」を満足した薬品を使用すること。なお、

消毒剤は次亜塩素酸ナトリウムを使用すること。その他の浄水処理及び排水処理に必

要な薬品注入は、事業者の提案によるものとするが、以下に示すものについては、下

記の記載に従って設計を行うこと。 

ア 注入量が計測可能な設備とすること。 

イ 注入ポンプは予備機を設けること。 

ウ 薬品貯蔵槽は 2 槽以上設置すること。 

エ 薬品貯蔵量は水道施設設計指針に準ずること。 

オ 薬品貯蔵槽は室内設置とし、次亜塩素酸ナトリウムについては温度管理を適切に

行うこと。温度管理方法は事業者の提案によるものとする。 

カ 薬品室は耐薬品塗装を行い、安全で十分な維持管理スペースを確保すること。 

キ 無注入の検知ができる設備とすること。 

ク 貯蔵槽から注入点まで容易にメンテナンスが可能であること。 

ケ 必要な容量の防液堤を設置すること。 

コ 薬品漏液時に中和等の措置を講じることができる施設構成とすること。 

⑤ 既設第２浄水場との併用 

新第１浄水場共用開始時点では、既設第２浄水場との併用運転を予定しているため、

導水、排水、排泥、返却水、高度浄水施設への送水等、水質や水理上の問題が無く併

用運転が円滑に行えることを設計計画で明確に示すこと。 

 

（4）電気計装設備設計 

① 受変電設備 

受変電設備について、以下の点を踏まえて設計すること。 
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ア 常用・予備２回線受電方式（2VCT 方式）受電とし、動力変圧器は 2 バンク方式

とする。 

イ 使用電圧は、原則として高圧 6kV、低圧 400V、200V、100V とする。 

ウ 高圧閉鎖配電盤の保護構造は、JEM-1425 に準拠すること。 

エ 低圧閉鎖配電盤の保護構造は、JEM-1265 に準拠すること。 

オ 受電盤主幹遮断器は、真空遮断器とすること。 

カ 主変圧器（事業者の必要容量とする。）はトップランナー変圧器を採用し盤内に

収納すること。 

キ 監視制御装置用電源として無停電電源装置を設けること。 

ク 遮断器の操作用電源として、直流電源装置を設けること。 

② 非常用電源設備 

非常用電源設備については、以下の点を踏まえて設計すること。 

ア 建築照明、消防設備、直流電源装置、無停電電源装置等、電力会社からの受電停

電時において、施設を正常停止するための負荷や装置を対象負荷とし、必要な容

量とすること。 

イ 始動方法は、電気始動とすること。 

ウ 配電盤については、上記①エ）オ）に示す保護構造とすること。 

エ 使用燃料は、軽油とする。 

オ 燃料の貯蔵方法は、事業者の提案とし、燃料タンクは、24 時間以上の容量を確

保すること。 

カ 停電発生時において、商用・非常用電源切り換えが自動で行えること。 

③ 運転操作設備 

新第１浄水場及び既設施設の運転操作設備について、以下の点を踏まえて設計する

こと。 

ア 配電盤については、上記①エ）オ）に示す保護構造とすること。 

イ コントロールセンターは、JEM-1195 に準拠、インバーター盤、動力制御盤は

JEM-1265 に準拠のこと。また、制御電源方式は原則個別電源方式とすること。 

ウ 屋外盤を適用する場合、下記仕様とすること。 

・材質は SUS 製とすること。 

・外面は二重構造とし、外側の日除け板の角部は面取り処理を行うこと。 

エ 既設浄水施設及び脱水施設との接続にあたって、運転操作設備の変更が必要とな

る箇所の改造を行うこと。 

④ 計装設備 

新第１浄水場及び既設施設の水質計器及び計測機器について、以下の点を踏まえて

設計すること。 

ア 原水水量、膜ろ過水量、送水量等の水量の測定は、原則として電磁流量計を用い

て行うこと。（必要に応じてバイパス管等を設ける） 

イ 原水の「濁度」、「pH」、「電気伝導率」、「アルカリ度」、「温度」、「色度」、

「アンモニア態窒素」等を連続して測定すること。（第２浄水場兼用） 

ウ 膜ろ過水の「濁度」、「pH」、「残留塩素」、「色度」等を連続して測定するこ

と。  
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エ 適切に区分した設備ごとに計装盤を設け、計測値が既設中央監視室で監視できる

ようにすること。 

オ 既設施設との接続にあたっては、計装設備の変更が必要となる箇所の改造を行う

こと。 

カ その他必要となる計装設備を設置すること。 

⑤ 監視制御設備 

監視制御設備については、下記の記載に従って設計を行うこと。 

ア 新設する設備の監視制御、伝送機能を有したコントローラ設備を設けること。（方

式・台数・スペックは事業者の提案とする） 

イ 既設監視制御設備を使用して新第１浄水場の監視制御を行うために、新設するコ

ントローラには、既設監視制御設備と伝送接続して、必要な監視制御信号の取り

合いを行える機能を有すること。必要に応じて既設監視制御設備と伝送接続を行

うためのゲートウェイ装置を設けること。 

ウ コントローラは、CPU の冗長化を行うこと。 

エ 維持管理性に留意し、既設監視制御装置での一元監視制御、データの一元管理が

行なえるシステム構築を行うこと。取り合い信号項目については、既設浄水場の

監視制御と同程度とすること。 

オ 供用開始後の円滑な維持管理性に留意して、既設監視制御設備における新第１浄

水場の監視、操作、帳票管理に支障が無いこと。 

カ 既設監視制御装置が故障や点検等により停止した場合においても、新第１浄水場

での自動運転及び運転状況の把握に支障が生じないシステム構成とすること。 

キ イ．エ．オに関して既設監視制御設備を使用せずに新第１浄水場の監視制御を行

う場合は、監視制御、データ管理、コントローラとの伝送接続時において、既設

監視を使用する場合と同等の機能を有すること。 

 

（5）場内配管設計 

① 水理計算、管厚計算等により、適切な口径、管種を選定すること。 

② 必要な管防護を施すこと。 

③ 場内配管はダクタイル鋳鉄管（内面エポキシ樹脂粉体塗装品）とし、処理水、排水

等を含め全て耐震継手とすること。 

④ 躯体との取合部には、地震時等の変位量に対応する伸縮可とう管を設置すること。 

⑤ 躯体貫通部における止水を確保すること。 

⑥ 流水の遮断、制御、水圧調整等を有効かつ安全に行うため、バルブを適所に設置す

ること。 

⑦ 制御する水量、水圧等を検討し、適切なバルブを選定すること。 

⑧ バルブは交換が容易なものとすること。 

⑨ 埋設バルブ設置部には、弁室又は弁筐を設けること。また、弁筐方式のバルブは、

フランジ継手を採用しないものとする。 

⑩ 電食防止対策を施すこと。 

⑪ 維持管理上と管体保護の観点からポリスリーブ被覆、管埋設用明示シート、ロケー

ティングワイヤーを施すこと。 
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⑫ 流量計を設ける場合にはバイパス管等を必要に応じ設けること。また、流量計取り

外しのための伸縮管を設置すること。 

⑬ 薬注配管は耐食性を考慮したものとすること。 

⑭ 工事後の洗管等を考慮した排水施設（マンホール等）を設置すること。 

⑮ 試運転や既設設備から新設設備への切り替えにあたり、仮設配管等を計画すること。 

⑯ 既設施設の改造として別紙 9 に示す位置で、既設管（導水管、汚泥移送管、高度浄

水施設への連絡管等）との接続を計画すること。 

⑰ 場内での水質状況（原水、前処理水、膜ろ過水）の把握ため、現場及び水質検査室

に採水箇所（蛇口）を設けること。 

⑱ 高度浄水施設への送水管は布設ルートの埋設管布設状況や交通事情により非開削工

法の採用を基本とする。 

⑲ 高度浄水施設着水井近傍は開削工法の採用を基本とし、平時運用に影響しない管路

接続を行うこと（別紙 9 参照）。 

 

（6）膜ろ過棟設計 

① 部屋諸元 

ア 玄関ホール 

イ 事務室 

ウ 水質検査室 

エ 自家発電気室 

オ 膜ろ過設備室 

カ 搬入室 

キ 電気室 

ク 便所 

ケ 会議室（100 名程度が着席できる広さとする。） 

コ 換気機械室 

サ 屋上には太陽光パネル、室外機を設置できるよう荷重を見込むこと。 

シ その他必要となる什器類等付帯設備 

② 膜ろ過棟の設計にあたっては、周辺環境等に十分配慮すること。 

③ 見学者動線はバリアフリーを考慮すること。 

 

（7）排水処理施設設計 

新第１浄水場で発生する排水を処理する施設については、適切な濃縮処理が可能な施設

とすること。なお、汚泥の処理については、既設の機械脱水機で脱水するものとする。排

水処理施設の構造及び仕様等は、事業者の提案によるものとするが、以下に示すものにつ

いては、下記の記載に従って設計を行うこと。 

① 膜モジュールの薬品洗浄廃液（薬品洗浄後のすすぎ水を含む。）と物理洗浄排水は、

明確に区分すること。 

② 新第１浄水場で発生する浄水汚泥は、既設機械脱水機に送泥し処理を行うこと。 

③ 前処理施設等からの排水もあるため、排水池、濃縮槽を設けること。 

④ 処理量については、想定する原水濁度データを基に、各自の浄水フローを勘案して
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排水処理施設の設計を行うこと。 

⑤ 既設脱水機の運転に影響を与えないように、既設濃縮汚泥濃度と同程度の濃度

（1.3％）以上を確保すること。 

⑥ 排水処理設備の施設計画にあたっては、濁度‐SS 換算係数を 2.1 とすること。ただ

し、実証実験等の根拠に基づいた提案も認めるものとする。 

⑦ 既設第２浄水場からの浄水汚泥と既設脱水槽に送泥するため、本設計において新旧

浄水汚泥の処理について考慮すること。 

 

（8）付帯施設設計 

① 門扉、フェンス等 

ア 新第１浄水場への入場者管理が可能な設備を設置すること。 

イ フェンス等は場外からの危険物等の投げ入れ、侵入等が容易にできない構造とす

ること。 

ウ 新第１浄水場敷地周り全周にフェンス等を設置すること。 

② 維持管理設備 

ア 各施設の維持管理が容易となるように階段、スロープ及び手摺等を設けること。 

③ 搬入設備 

ア 各施設には設備機器の搬入及び搬出が可能となる設備や開口等を設けること。 

④ 場内整備 

ア 周囲の景観に配慮し、場内の緑化に努めること。 

イ 維持管理上必要な位置に場内散水栓を設置すること。 

ウ 運転・維持管理車両等の通行だけでなく、見学者などの来場者も考慮した場内舗

装を行うこと。 

エ 新第１浄水場敷地内の駐車スペースとして最低限薬品搬入車両、作業用車両、従

業員用のスペースを考慮すること。 

オ 防犯対策並びに稼働状況把握のため、場内監視カメラを設置すること。カメラの

仕様、設置位置、箇所数は提案とし、場内全域並びに主要部を監視できるととも

に、録画機能を有すること。また、防犯灯についても適宜配置すること。 

カ 新第１浄水場敷地の北、西、南側は緩衝緑地帯を設けること。北側の緩衝緑地帯

については、地域開放緑地として市民が散策・憩いの場として活用できるもので

あること。 

⑤ 雨水等排水 

ア 新第１浄水場敷地内に雨水貯留槽（1,100 ㎥以上）を設置すること。 

イ 既設の排水施設への接続までを事業範囲とする。（雨水排水の放流先は別紙 10

参照） 

ウ 別紙 10 に示す雨水管路 1 条を既設雨水排水管に接続し、敷地内の雨水は新設す

る雨水貯留槽に接続すること。 

⑥ 汚水排水 

ア 建物内の汚水及び雑排水は分流式とし、公共下水道に放流すること。（汚水排水

の放流先は別紙 10 参照） 

イ 膜ろ過装置薬品洗浄関連の排水や水質検査用等の薬品等を含む排水は、枚方市下
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水道条例に示す施設・設備仕様並びに排水水質に準拠することを原則とし、既設

汚水管接続直前には流量計を設置すること。 

ウ 上記、ア、イに対し枚方市の管轄部署に、排水水質や排水フロー並びに計画排水

量等を提示し、必要な諸手続（特定施設設置届等）を行うこと。 

⑦ 見学対応 

ア スムーズかつ安全に見学ができるように動線等計画すること。 

イ 見学に必要となる設備、備品等を設置すること。 

⑧ 防火設備等 

ア 防火設備、消防設備及び危険物貯蔵所等を適切に配置すること。 

 

（9）照査業務 

本事業の設計業務について、工事監理業務を行う者が設計照査を行うこと。 

 

（10）完了検査 

事業者は、設計図書作成の完了時に本市の検査を受けること。詳細は、本市の指示に従

うこと。なお、検査に要する費用は事業者負担とする。 

 

（11）設計図書の提出 

事業者は、設計業務に関し以下の図書を本市に提出すること。 

① 設計図（図面特記仕様書を含む。） 

② 各種計算書、数量計算書、金入り設計書（浄水施設運転維持管理業務含む） 

③ 工事施工計画書 

④ 完成パース Ａ３版 アルミ製額縁共 

  ※①は本市のモニタリング用に見開きＡ３版白焼き製本３部、①～③は、黒表紙金文字

製本にまとめて３部、④は１部提出すること。また、これらの提出書類は電子データ

をＤＶＤにより１部提出すること。 

 

2.3 設計に伴う各種許認可の申請業務 

本事業の設計に伴う各種許認可等の申請は、事業者が自己の責任において行うこと。た

だし、事業者が本市に対して協力を求めた場合、本市は資料の提出その他について可能な

範囲で協力を行う。 

 

2.4 地元説明会の支援 

本市が行う地元説明会のための資料作成、説明補佐等の支援を行うこと。 

 

2.5 国庫補助金交付申請等の支援 

本市が行う国庫補助金交付申請等のための資料作成等を行うこと。なお、会計検査の受

検に際し支援を求めることがある。 

 

2.6 中宮浄水場等設備台帳システムの構築 

事業者は、「水道法」及び「水道施設の点検を含む維持・修繕の実施に関するガイドライ
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ン」を遵守した、管路を除く上下水道局が所管するすべての施設（局庁舎は含む）を対象

とする設備台帳システムを構築すること。 

なお、当該設備台帳システムに関する著作権の一切は本市に帰属するものとする。 

 

2.7 工事業務 

2.7.1 本業務の内容 

本業務は次の施設及び設備の工事に関する業務である。また、本工事において必要とな

る電波障害等対策業務等も含むものとする。 

（1）新第１浄水場 

   表 11 に示す各施設等の整備 

 

（2）既設改造施設 

① 既設施設への接続工事等の整備 

ア 新第１浄水場からの膜ろ過処理水は、高度浄水施設内の既設送水管へ接続する

こと（別紙 9-2 参照）。 

イ 新第１浄水場への導水は、既設導水管（１系及び２系）から引き込むと共に、

新第 1浄水場運用時に必要となるバルブの設置を行うこと（別紙 9-3 参照）。 

ウ 高度浄水施設の既設返送水管及び既設第２浄水場の洗浄排水池及び分離槽から

の返送水は、新第１浄水場着水井へ連絡すること（別紙 9-4 参照）。 

エ 新第１浄水場からの浄水汚泥は、既設脱水機棟内の受泥槽へ接続すること（別

紙 9-5 参照）。 

オ 既設浄水施設及び脱水施設との接続にあたって、変更が必要となる箇所のハー

ドウエアー及びソフトウエアーの改造を行うこと。 

② 脱水施設（事業者の提案により改良が必要な場合のみ） 

 

2.7.2 本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は各種関係法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、工事前に設計図書に

基づく施工計画書を作成し、本市の確認を得た後で工事に着手すること。 

事業者は本業務の実施にあたり、次の事項に留意すること。 

（1）工事全般 

① 事業者は工事監理状況を本市に毎月報告するほか、本市からの要請があれば施工の

事前説明及び事後説明を行うこと。また、本市は、適宜工事現場での施工状況のモ

ニタリングを行うことができるものとする。 

② 事業者は着工に先立ち近隣の調査等を十分に行い、理解と協力を得て円滑な進捗を

図ること。 

③ 事業者は工事関係者の安全確保と現場の環境保全に十分配慮すること。 

④ 既設施設の改造工事にあたっては、既設の運転に支障をきたさない工程及び工法と

すること。 

⑤ 本市で規定する工事関係書類を整備し提出すること。（本市ＨＰ参照） 
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（2）工事工程 

新第１浄水場は令和 7年度（2025 年度）に試運転を行った上で切り替え（一部供用開始）

を行い、令和 8年（2026 年）4月に完全供用開始とすること。 

 

（3）試運転 

① 事業者は、試運転を行い、個々の設備及び施設全体としての性能及び機能を確認す

ること。なお、試運転の実施前に試運転実施計画書を作成し、本市に提出及び確認

を受けること。試運転時の薬品及び電力については工事に必要な経費とし、事業者

自ら調達すること。また、試運転で使用した処理水は既設系の原水として返送する

こと。 

② 新第１浄水場への切り替えに際しては、既設設備及び既設における水運用を十分に

把握するとともに、作業要領書等を作成し設備への影響、養生を明確にすること。 

③ 試運転に、必要な原水量や試運転時間について試運転前に本市に確認し、日量ベー

スで 3,200 ㎥/日、時間ベースで 1,200 ㎥/時を試運転水量の最大水量として計画す

ること。 

 

（4）出来高検査及び竣工検査 

事業者は、工事過程の出来高について本市に報告し、年度末ごとの出来高検査及び竣工

検査を受けること。なお、検査に要する費用は事業者負担とする。 

 

（5）完成図書及び各種申請図書の提出 

事業者は、工事業務に関し以下の図書等を提出すること。仕様、部数及び様式等は、本

市の指示に従うこと。 

① 完成図書（黒表紙金文字製本 ３部） 

② 工事設計書（３部） 

③ 完成写真（アルバム入り ３部） 

④ 建築確認申請図書（副本 １部） 

⑤ 各種申請図書（副本 １部） 

⑥ その他本市が求める図書 

※これらの提出書類は電子データをＤＶＤにより１部提出すること。 

 

（6）工事期間中の対応 

① 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 5条の 4第 2 項に規定される工事監理者を

定め、工事監理を行うこと（建築基準法、消防法、労働基準法に対応すること）。 

② 工事に必要となる電力、ガス、水道等は事業者自ら調達管理を行うこと。ただし、

供用開始前の管洗浄、躯体の灰汁抜き・洗浄、試運転に必要な水（原則、原水とす

る）については、本市より供給する。 

③ 工事期間中の汚水、雑排水及び雨水排水は事業者において適正に処理すること。 

④ 試運転に必要な設備、配管等は事業者の提案とする。 
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（7）環境対策 

事業者は、工事の施工に際し以下の事項に配慮すること。 

① 省資源 

② 省エネルギー 

③ 温室効果ガスの排出抑制 

④ 周辺の生活環境（騒音、振動、交通等） 

 

2.8 その他業務 

2.8.1 工事に伴う各種許認可の申請業務 

工事等に伴う各種許認可等の申請は、事業者が自己の責任において行うこと。ただし、

事業者が本市に対して協力を求めた場合、本市は資料の提出その他について可能な範囲で

協力を行う。 

 

2.8.2 周辺環境調査、電波障害等対策業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、中宮浄水場の更新工事を行う上で必要となる調査業務であり、具体的には次

の業務を行うこと。 

① 電波障害調査 

② 周辺影響調査 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 事業者は、(1)①～②に関する以下の調査を適切な方法により実施し、必要かつ適切

な対策を講じること。 

ア 電波障害調査（構造物によるテレビ受信障害調査報告書の提出等） 

イ 騒音及び振動 

ウ 臭気 

エ 車両交通 

オ 家屋調査 

カ 周辺通行者状況 

上記アからカのほか、工事に関連して必要と判断される調査等 

② 土壌汚染 

土壌汚染が発見された場合については、本市の責任で対応するものとする。 

 

2.9 工事監理業務 

本業務は、新第１浄水場更新工事及び既設改造工事を行う上で、工事対象物の品質確保

を目的に実施するものであり、具体的には次の業務を行うこと。 

なお、本業務は建築士法の規定による工事監理（法定業務）を含むものとする。 
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2.9.1 工事監理業務 

（1）工事監理計画の作成等 

① 工事監理計画の作成及び説明 

② 工事監理計画変更の場合の協議 

 

（2）設計図書に照らした施工図等の検討及び報告 

① 施工図等の検討及び報告 

    検討にあたっては、設計図書との整合性の確認、納まりの確認、各種工事との整合

の確認等について、十分留意すること。 

    施工図の検討をより効率的に行うために、施工図作成の基礎となる総合図を作成し

た場合についても検討を行うこと。 

② 工事材料、設備機器等の検討及び報告 

 

（3）工事と設計図書との照合及び確認 

   設計図書に定めのある方法による確認のほか、目視による確認、抽出による確認、

施工者等から提出される品質管理記録の確認のいずれかの方法で行うこと。 

 

（4）工事と設計図書との照合及び確認の結果報告等 

工事監理者は、工事と設計図書との照合及び確認を行った場合は、その内容を報告

書にまとめ、本市に提出すること。 

 

（5）工事監理報告書等の作成及び提出 

   工事監理者は、建築士法の規定による法定業務の内容を工事監理報告書としてとり

まとめ、本市に提出すること。 

 

2.9.2 工事監理に関するその他の業務 

（1）工程の検討及び報告 

    工事監理者は、工事着手前に施工者と工事工程に関し打ち合わせ、検討を行い本市

へ報告を行うこと。工事工程の変更の際も同様とすること。 

 

（2）施工計画の検討及び報告 

    工事監理者は、工事着手前に施工者と施工計画に関し打ち合わせ、検討を行い本市

へ報告を行うこと。工事工程の変更の際も同様とすること。 

 

（3）関係機関の検査の立会い 

    工事監理者は、本市が実施する品質管理の確認を目的とする検査及び法定検査に工

事監理者として立ち会い、必要に応じ説明等を行うこと。 
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3. 浄水施設運転維持管理業務等 

3.1 運転維持管理業務の基本的考え方 

3.1.1 本業務の範囲 

新第１浄水場、既設施設の運転維持管理業務について、法定外委託で実施する。新第１

浄水場は、要求するサービスの水準を達成すること。また、既設施設は、本市が定める「発

注仕様書」を基に実施すること。 

水道施設の点検を含む維持・修繕の実施については、「水道施設の点検を含む維持・修繕

の実施に関するガイドライン」を遵守すること。 

法定外委託であるため、本市の水道技術管理者のもとで行う。なお、既設施設は、表 12

に示すように令和 14 年度（2032 年度）に既設第２浄水場を休止する計画とするが、事業

者の提案により早めることは可能である。 

また、運転維持管理業務に関する本市と事業者による業務所掌については、表 13 に示す

とおりとする。尚、事業者が各業務を委託する場合はあらかじめ本市の承諾を受けて行う

ものとし、すべての業務についての責任は事業者が負うものとする。 

 

表 12 中宮浄水場の事業計画 

 R3～R6 年度 R7 年度 R8～R13 年度 R14 年度 R27 年度 

新第１浄水場 設計・建設 運転維持管理（性能発注） 

既設第１浄水場 
既設第２浄水場 

（14～17 ろ過池のみ） 本市が運転維
持管理 

 休止 

既設第２浄水場  休止（予定） 

既設その他施設 運転維持管理（仕様発注） 

 

表 13 運転維持管理業務範囲（本市と事業者の業務所掌） 

項    目 

既 設 施 設 

（法定外委託、仕様発注） 

新第１浄水場 

（法定外委託、性能発注） 

本市 事業者 本市 事業者 

ア 水質管理業務 ○ ○ ○ ○ 

イ 膜交換及び膜薬品洗浄業務 － － － ○ 

ウ マンガン砂補充業務 － － － ○ 

エ 消耗品調達管理業務 ○ ○ － ○ 

オ 薬品調達管理業務 ○ ○ － ○ 

カ 光熱水燃料等の調達管理業務 ○ － － ○ 

キ 見学者対応業務 － ○ － ○ 

ク 植栽管理業務 ○ － － ○ 

ケ 清掃業務 － ○ － ○ 

コ 緊急時対応業務 ○ ○ － ○ 
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サ 維持管理業務の引継ぎ業務 － ○ － － 

シ 運転管理業務 － ○ － ○ 

ス 保全管理業務 － ○ － ○ 

セ その他技術業務 － ○ － ○ 

ソ 修繕補修業務 － ○ － ○ 

タ 電気設備定期点検業務 － ○ － ○ 

チ オゾン設備定期点検業務 － ○ － － 

ツ 
水運用監視制御設備定期点検

業務 
－ ○ － ○ 

テ 水質計器定期点検業務 － ○ － ○ 

ト 水処理設備定期点検業務 － ○ － ○ 

ナ 汚泥分析業務 － ○ － － 

ニ 機械警備業務 － ○ － ○ 

ヌ 中宮浄水場警備業務 － ○ － ○ 

ネ 
クレーン定期点検及び性能検

査業務 
－ ○ － ○ 

ノ 緊急遮断弁点検業務 － ○ － － 

ハ 
脱水機ろ布交換・補機類点検

業務 
－ ○ － － 

ヒ 
トラックスケール定期点検業

務 
－ ○ － － 

フ 粒状活性炭入替整備業務 － ○ － － 

ヘ 沈砂池・取水口除砂業務  ○ － － 

ホ 事業終了時の引き継ぎ業務 － ○ － ○ 

既設施設の事業者部分についてはの詳細は、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.1.2 事業期間 

各施設の維持管理に関する事業期間は以下のとおりとする。 

【新第１浄水場】 

令和 8年（2026 年）4月 1日から令和 28 年（2046 年）3月 31 日 

【既設施設】 

令和 7年（2025 年）4月 1日から令和 28 年（2046 年）3月 31 日 

 

3.1.3 運転維持管理体制 

本業務の詳細は、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 
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3.1.4 人材育成 

 運転維持管理員の資質向上に向けた取り組みとして、教育・訓練を定期的に行うこと。ま

た、市職員への技術継承に向けた取り組みも行うこと。 

 

3.2 水質管理業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、安全性の確保を目的として、以下の業務を行う。 

① 水質検査項目 

事業者は、膜ろ過水について、要求水準に示す水質検査を実施し、本市へ報告する

こと。 

② 水質検査項目、頻度及び方法 

水質検査項目は表 7 に示す原水引渡し条件項目と膜ろ過水の要求水準項目とし、市

側から適宜水質検査結果を求めることがある。 

水質検査は、水道法第20条第3項の厚生労働大臣の登録を受けた者が実施すること。

検査方法は国が定めた水道水の検査方法（「水質基準に関する省令の規定に基づき厚生

労働大臣が定める方法」（平成 15 年厚生労働省告示第 261 号））により実施すること。

また、その他の項目については、上水試験方法（日本水道協会）等によって実施する

こと。ただし、事業者の提案により連続測定する項目については、計器の値を採用す

る。 

水質検査頻度は、水道維持管理指針に基づいて行うこと。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 水質検査計画及び水安全計画 

本市が定める水質検査計画及び水安全計画に基づき業務を実施すること。また、原

水水質の変化に対応するため浄水処理工程における水質管理を徹底することとし、必

要に応じたジャーテストの実施等、最適な薬品注入量を決定し、安定した水質を確保

すること。 

② 水質異常時の対応 

水質測定値に異常が認められた場合は、直ちに適切な処置を講じるとともに、本市

に報告すること。 

 

3.3 膜交換及び膜薬品洗浄業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、新第１浄水場の膜ろ過設備が通常運転の範囲において、継続使用又はその他

の要因により、計画されたろ過能力が発揮できなくなる前に、膜交換もしくは膜薬品洗浄

を行い膜ろ過設備の能力を確保するものである。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 膜交換の要否及び頻度は事業者の提案とする。 
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② 膜交換を行う場合は、計画的に行うものの他、必要に応じて行うこと。 

③ 交換後の膜モジュールは、可能な限りリサイクルするものとし、やむを得ず廃棄す

る場合には本市と協議すること。 

④ 薬品洗浄の要否及び頻度は事業者の提案とする。 

⑤ 薬品洗浄は、計画的に行うものの他、必要に応じて行うこと。 

⑥ ろ過能力が発揮できなくなることが無いようにすること。 

⑦ 膜薬品洗浄業務には、洗浄に必要な薬品調達も含めるものとする。 

⑧ 膜薬品洗浄廃液は、可能な限りリサイクルするものとし、やむを得ず廃棄する場合

には、下水道放流することを前提に適切に処理すること。 

 

3.4 マンガン砂補充業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、通常の運転において年間数％のマンガン砂が流出するため、適正な量のマン

ガン砂の補充を行う業務である。 

 

3.5 消耗品調達管理業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、新第１浄水場の運転維持管理業務で必要となる機器及び部品等の消耗品の調

達から管理までを行う業務である。なお、既設施設についての詳細は、入札公告時に公表

する発注仕様書において示す。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 設備の保全に必要な消耗品を調達及び管理し、運転管理や修繕等の対応に支障を来

すことのないようにすること。 

② 委託業務の実施に要する全ての消耗品類について、その調達と管理を行い、調達に

あたっては、運転管理に支障をきたすことのないよう、適性に行うこと。なお、費

用については事業者の負担により実施すること。 

 

3.6 薬品調達管理業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、新第１浄水施設の処理工程に必要となる薬品類の調達から管理までを行う業

務である。なお、既設施設についての詳細は、入札公告時に公表する発注仕様書において

示す。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 薬品貯蔵量の確認から薬品の調達及び品質管理を行うこと。 

② 注入に供する薬品は、日本水道協会（JWWA）規格又は「水道施設の技術的基準を定

める省令（平成 12 年厚生省令第 15 号）」を満足した薬品を満足すること。 

③ 薬品費算出に際しては、計画処理水量 113,300 ㎥/日を送水可能な提案を事業者によ
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り設定し、計画処理水量１㎥あたりの薬品費単価を提示すること。また、20 年間の

事業費算出は、水需要予測（別紙 6 参照）に基づいて本市が提示する水量条件（日

平均水量）にて算出すること。 

④ 最適な膜ろ過処理により良好な水質を保持するために必要な薬品の調達を行い、そ

の管理については、関係法令に定めのある有資格者の業務を含め適切に行うこと。

新第１浄水場で使用する薬品の種類・品質については、事前に本市と協議のうえ調

達及び使用すること。なお、費用については事業者の負担により実施すること。 

 

3.7 光熱費等調達管理業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、新第１浄水場の維持管理業務で必要となる電気、通信及び燃料等の調達から

管理までを事業者が行うための業務である。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 電気は、事業者が電力会社と契約を行った上で管理を行う。なお、契約電力会社は

事業者の提案とし、電力契約に起因する電力供給リスクは事業者に帰属する。ただ

し、停電の原因が不可抗力や事故・災害による場合は、その責任は本市に帰属する。 

② 電力費算出に際しては、計画処理水量 113,300 ㎥/日を送水可能な提案を事業者によ

り設定し、１㎥あたりの電力費単価を提示すること。また、20 年間の事業費算出は、

水需要予測（別紙 6 参照）に基づいて本市が提示する水量条件（日平均水量）にて

算出すること。 

③ 本事業で必要となる水道水（プラント用水、衛生用水道及び作業用水等）は無償で

供給を受けることができる。ただし、下水道使用料については事業者負担とする。 

④ 必要となる通信機器は、事業者の提案により設置可能とする。なお、ネットワーク

の利用に関しては、第三者への情報漏洩等が発生しないよう、適切な運用を行うこ

と。 

事業者は、運転管理を良好に行うため、安定した電力・各種燃料の調達を行い、適

正に管理すること。なお、費用については事業者の負担により実施すること。 

 

3.8 見学者対応業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、浄水場の見学者対応として、新第１浄水場及び既設施設の見学者の引率、説

明等を行うものである。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 見学者の受け入れは年末年始と土日祝日を除く月曜日から金曜日の午前 9 時から午

後 5時までを基本とする。 

② 事業者は、技術的対応が行える従事者を配置する等主体的に対応すること。なお、

見学者対応のスケジュールは本市と事前に協議して決定すること。 
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③ 見学ルートについては、安全な動線を確保するものとする。 

④ 説明に必要となる資料、設備等は事業者において具備すること。 

 

3.9 植栽管理業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、新第１浄水場における植栽管理業務であり、事業者の責任において草刈、剪

定、伐採を行い、発生した草、枝葉等を処分すること。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 緑化保持 

事業者は、新第１浄水場の植栽について、これを良好に保つよう維持管理を行うこ

と。 

② 剪定、伐採及び除草等 

事業者は、施設の美観を維持するために年数回作業を行うこと。 

 

3.10 清掃業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、新第１浄水場及び既設施設における清掃業務であり、飲料水を作る施設とし

て相応しい衛生や美観を保つことを目的とし、以下の業務を行うこと。 

① 新第１浄水場及び既設施設の清掃。 

② 新第１浄水場及び既設施設の落葉や雑物の回収及び処分。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 新第１浄水場の外構は適正な頻度で清掃を行うこと。 

② 廃棄物の処分は適切に行うこと。 

前処理設備等の水槽の清掃は事業者の提案により、膜ろ過処理に影響が出ないよう

適切な時期に実施すること。 

 

3.11 緊急時対応業務 

（1）本業務の内容 

事業者は、災害及び事故発生時等における対応を定めた危機管理マニュアル及び業務継

続計画（BCP）などを作成し、非常時においても給水を可能とするための体制を構築するこ

と。なお、既設施設についての詳細は、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 非常時対応のため危機管理マニュアル及び業務継続計画（BCP）などを作成し、本市

に提出すること。 

② 危機管理マニュアル及び業務継続計画（BCP）などにより、災害及び事故等の緊急時
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の対応内容を明確にすること。 

③ 災害及び事故等により故障が発生した場合でも部分的な機能停止となるよう、緊急

時に留意した運転方法を立案し、実施すること。また、故障等により新第１浄水場

の一部に機能停止が発生した場合においても、早急に復旧できる体制を確保するこ

と。 

④ 災害及び事故等の緊急時には、危機管理マニュアル及び業務継続計画（BCP）などに

従い対応すること。なお、対応後は報告書を作成し、本市に報告すること。 

 

3.12 維持管理業務の引継ぎ業務 

事業者は、速やかな事業移行を行うため習熟期間を設定し、現運転管理業務受託者との

業務の引継ぎを行うこと。また、引継ぎにあたっては、維持管理項目の漏れがないことや

業務内容を十分把握するように市や現運転管理業務受託者と協議すること。また、習熟期

間にあたっては事業者の費用で実施すること。 

 

3.13 運転監視業務 

中宮浄水場中央操作室において、LCD 等の中央監視設備により常時運転監視を行うとと

もに運転監視に必要な状況確認及び緊急対応業務を行う。業務時間中は中宮浄水場内に複

数の人員がいる状態を確保すること。 

運用にかかる監視及び制御について、変更が必要な場合は受注者の判断で実施すること。

なお、発注者等が行う工事・作業等の関係で定常時とは異なる運用が必要な場合もある。 

受注者は、運転監視日報を作成し運転の変更及び監視に必要なものについては記録し、

次の勤務者へ引継ぎを行わなければならない。また、前の勤務者より業務引継ぎを受けな

ければならない。なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.14 保全管理業務 

本業務は、各施設の異常の有無、兆候を見つけるために、施設及び設備の日常点検及び

定期点検等を行い、異常等を発見した時は、修繕・調整等を行う業務である。 

緊急的・優先的に対応が必要な事象が発生した場合は、現場に急行する等、速やかに行

うこと。なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

新第１浄水場については、電気主任技術者を選任し施設及び設備に関する保守点検マニ

ュアルを作成し、性能及び機能を維持するため、計画的な保守、点検、補修及び機器の清

掃を行う。なお、関係法令により必要な法定点検を含むものとする。 

 

3.15 その他技術業務 

その他技術業務の内容は、以下の通りとする。 

  ①本業務に関する諸計画の作成 

  ②下請関係事務（契約業務等・打合せ等・作業立会等） 

  ③各種報告書類の作成 

  ④マニュアル及び台帳（設備台帳・部品台帳）の作成・更新及び管理・保存 

    （マニュアル・台帳については、業務完了時に局に引き渡すこと。 

また、業務期間中は、局と情報を共有すること。） 
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  ⑤運転管理業務に係る書類及び帳票データの確認、整理 

  ⑥各施設のメーター等の確認・計測記録 

     水道メーターの記録、太陽光発電量の記録（1 回/月） 

空調部分の室温計測記録（5～10 月の間、1回/月） 

  ⑦水道法第 21 条に基づく健康診断の実施と記録保管及び報告書の作成 

  ⑧発注者との打合せ・連絡調整 

  ⑨従事者に対する、教育訓練等 

  ⑩関係各所への届出・報告等の実施 

  ⑪施設見学の計画と実施 

  ⑫薬品等の受入業務 

  ⑬受託者が別に発注する業務、専門業者に発注する業務対応等 

  ⑭水道用薬品、燃料等物品調達に係る業務 

  ⑮その他業務履行上必要な事務、業務等 

なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.16 修繕補修業務 

本業務は、新第１浄水場の予防保全として計画的に実施する施設及び設備の定期修繕と

故障停止や性能低下等に至った場合に行う突発修繕に関する業務である。 

既設施設については、水処理送配水が滞りなく行なわれるよう簡易修繕では対応できな

いような機器等の修繕についても、初期対応で可能な限り切り離しや不具合箇所の修繕を

行うものである。なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.17 電気設備定期点検業務 

  本業務は、各施設の電気設備（高圧受電設備・特別高圧受電設備、各種電源装置等）を

良好に維持するため、枚方市上下水道局電気工作物保安規程（平成 23 年 3 月 31 日上下水

道規程第 4 号）に基づき年に１回の頻度で行う定期点検業務である。なお、詳細について

は、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.18 オゾン設備定期点検業務 

 本業務は、オゾン設備の機器を良好にするための定期点検保守業務である。各機器につ

いて点検概要に応じた保守点検を行う。なお、詳細については、入札公告時に公表する発

注仕様書において示す。 

 

3.19 水運用監視制御定期点検業務 

  本業務は、水運用監視制御システムの機器を良好にするために年に１回の頻度で行う定

期点検業務である。各機器の取扱説明書に応じた保守点検を行う。なお、詳細については、

入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.20 水質計器定期点検業務 

 本業務は、水質計器を良好にするため、年に１回の頻度で行う定期点検保守業務である。

各機器の取扱説明書に応じた保守点検を行う。なお、詳細については、入札公告時に公表
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する発注仕様書において示す。 

 

3.21 水処理設備等定期点検業務 

  本業務は、水処理設備等を良好に維持するための水処理設備等定期点検業務である。な

お、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.22 汚泥分析業務 

  本業務は、枚方市上下水道局中宮浄水場排水処理施設よりサンプル採取を行い、計量証

明事業登録事務所において溶出試験及び含有量試験を行う。なお、詳細については、入札

公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.23 機械警備業務 

  本業務は、枚方市上下水道局施設への不法侵入等の犯罪を機械監視及び夜間巡回等で未

然に防止するものである。なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書にお

いて示す。 

 

3.24 中宮浄水場警備業務 

  本業務は、中宮浄水場において 24 時間警備業務を行い、不審者の侵入を未然に防止する

ものである。なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.25 クレーン定期点検及び性能検査業務 

  本業務は、春日受水場に設置している天井クレーン・テルハクレーンは、クレーン等安

全規則で 2 年に１度の定期点検及び性能検査が義務づけられており、今回も点検整備後、

性能検査を受検して、今後も継続使用できるようにするものである。なお、詳細について

は、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.26 緊急遮断弁等点検業務 

  本業務は、各施設設置の緊急遮断弁を、定期点検にて設備の不具合箇所を把握し、修繕

計画に反映することにより、地震発生時に緊急遮断弁及び緊急遮水装置が正常に作動する

ことを目的に点検を実施するものである。なお、詳細については、入札公告時に公表する

発注仕様書において示す。 

 

3.27 脱水機及び補機類整備業務 

  本業務は、排水処理施設の加圧脱水機及び補機類の消耗部品を取り換えることで機器の

故障及び設備の機能低下を未然に防止し、円滑に排水処理施設を運用できるよう図るもの

である。なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.28 トラックスケール定期点検業務 

  本業務は、中宮浄水場に設置しているトラックスケールの定期点検を実施し、今後の維

持管理に備えるものである。なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書に

おいて示す。 
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3.29 粒状活性炭入替整備業務 

  本業務は、活性炭吸着池内で使用した粒状活性炭を入れ替えることにより、活性炭吸着

能力を維持することを目的とする。また、これに併せて、活性炭吸着池の設備について整

備を行い、円滑な水処理を行うよう図るものである。なお、詳細については、入札公告時

に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.30 沈砂池・取水口除砂業務 

  本業務は、磯島取水口、取水口付近及び磯島取水場１号、２号沈砂池に堆積している土

砂を除砂し、淀川原水を中宮浄水場まで円滑に送水できるよう二年に一度の周期で交互に

行う。なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

3.31 事業終了時の引継ぎ業務 

（1）本業務の内容 

本業務は、本事業の終了後に本市が選定する後継事業者が引き続き運転を継続できるよ

うにするため、事業者が後継事業者に対して適切な内容の引継ぎを行うための業務である。

なお、詳細については、入札公告時に公表する発注仕様書において示す。 

 

（2）本業務の実施にあたっての留意事項 

事業者は、本業務の実施にあたり、以下の事項に留意すること。 

① 施設の引渡し 

事業期間終了時に対象施設が本書で示した性能を発揮できる機能を有し、事業期間

終了後 1 年以内に大規模修繕を要することのない状態で本市に引渡すこと。 

② 運転マニュアルに基づく指導 

対象施設の運転マニュアルを編集して提出すること。また、事業終了前の適切な時

期に、本マニュアルを基に後継事業者に対して運転維持管理業務の適切な引継ぎを行

うこと。 
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【別紙】 

別紙 1 中宮浄水場フロー図 

別紙 2 新第１浄水場建設用地 

別紙 3 対象施設位置図 

別紙 4 水質管理基準表 

別紙 5 濁度変動グラフ 

別紙 6 水需要予測 

別紙 7 地質調査結果 

別紙 8 用地測量結果 

別紙 9 既設管との接続位置 

別紙 10 汚水排水及び雨水排水の排水先 

別紙 11 試運転水接続箇所 

 

※既設施設の詳細については入札公告時に示しますが、現時点では枚方市上下水道局ＨＰに

掲載している水道事業年報を参照してください。 


